はじめに

　2009年７月にゆめ風基金は「緊急雇用創出基金事業　福祉避難所計画策定のための調査業務」を受託しました。福祉避難所に向けての取り組みは、城東区自立支援協議会・地域部会で行ってきた障害者防災の取り組みを発展させたものであることから、ゆめ風基金としては、城東区自立支援協議会と連携・協力することを基本とし、この事業を進めてきました。

　この事業は最近大きな社会問題となっている失業率増加に対する国の対策として、失業者への雇用創出を行うことを基本とし、福祉避難所計画策定に向けて次のような課題が与えられました。

1. 福祉避難所候補施設の調査

2. 上記と平行して福祉事業所に対する啓発

3.障害当事者参加による避難所実地体験調査

4.要援護者避難所計画モデルの策定

事業受託直後から8月にかけて、事務局体制の構築と調査員募集を行い、

　2009年9～10月　　　　福祉避難所候補施設の調査および福祉事業所に対する啓発

　2010年１月30日（土） 要援護者防災に関する講演会

　2010年２月27日（土)　障害当事者参加による避難所実地体験調査

を、それぞれ実施しました。本報告書ではその結果と要援護者福祉避難所計画モデルを示すものとします。また障害当事者及び関係者から意見を聞くため、自立支援協議会を通じて2009年11月～12月にかけてアンケート調査を行いました。

　本報告書では冒頭に各種調査で得られた結果と、ゆめ風基金がこれまでの災害支援から得た教訓をもとにして、最初に要援護者福祉避難所計画モデルを示し、その後各事業の内容と結果を掲載しました。

　限られた期間での調査であるため、今後の課題も数多く残っています。

　本報告書をもとに、今後も城東区において「大規模災害時における要援護者支援の取り組み」を継続していただき、より良い計画作りを進めていただきたいと願っています。


要援護者福祉避難所計画モデル

1.福祉避難所や災害時要援護者支援をめぐる国や自治体の動き

　阪神大震災より障害者高齢者など一般の避難所で避難しにくい人たちのための避難所として「福祉避難所」を設けるべきだとの声があり、国においても大規模災害時の応急救助指針の中で、一般の指定避難所についてもバリアフリーであることと共に、福祉避難所についての定めができました。

　しかしその後福祉避難所について国や自治体の取り組みがなく、福祉避難所の指定はほとんど進んでいません。わずかに国が居住施設に併設する形で防災拠点型市民交流スペースの補助金を出したことで、施設づくりは進みましたが、それも単に施設の補助金の上乗せという形で、防災スペースとして整備されることはほとんどありませんでした。

　新潟県で相次いで豪雨災害が発生したことをきっかけに、2005年3月に「災害時要援護者の避難支援ガイドライン」が作成され、あらためて災害時における要援護者支援の取り組みが進みだしました。全国民生・児童委員連絡協議会90周年記念事業において、「災害時に一人も見逃さない運動」が進められ、その動きは住民主体の活動にも広がりました。しかし民生委員にとって「高齢者」の存在はわかりわかりやすいものの、障害者がどこに住んでいるかわからないという声が多く、災害時における安否確認等に必要な名簿の扱いが大きな課題となりました。
　2006年に改訂された新たな災害時要援護者の避難支援ガイドラインでは、行政が持っている要援護者名簿を災害時に活用する「情報共有方式」の活用が強く打ち出されましたが、実際に災害が起こっていない段階で行政が取得している名簿をどこまで共有できるかについては、慎重な対応が必要であり、未だ名簿についての取り組みもあまり進んでいないのが現状です。

　公的に福祉避難所が設置されたのは能登半島地震が初めてのことであり、その後の新潟県中越沖地震においても福祉避難所が設置されました。

　国においては2008年6月に「福祉避難所設置・運営に関するガイドライン」ができました。

　このガイドラインが示す福祉避難所は、これまで示されてきた福祉施設や旅館に加え、一般の指定避難所を福祉避難所として活用することが盛り込まれており、新たな福祉避難所の設定方法が打ち出されています。

　現在福祉避難所として民間施設などと協定を結び、福祉避難所を位置づけている自治体は未だ２５％程度だということです。具体的には特別養護老人ホームなど居住型施設を中心に、「10名以上の要援護者の避難を受け入れられるところ」と自治体が協定を結ぶという形になっています。

　これは福祉避難所について10名に1名の相談員の設置が応急救助指針に盛り込まれていることから、「10名以上の避難者の受け入れができる避難場所と24時間態勢で支援ができる人材がいる施設」と自治体が協定を結ぶようになった結果です。

　しかし福祉避難所設置運営ガイドラインが指定避難所を福祉避難所として位置づけることや、福祉避難所の設置目標として小学校区に1カ所が望ましいとしたことから、福祉避難所の設置のあり方を根本的に見直す機会ができたといえます。

　大阪市は障害児を普通学校で受け入れていることから、市内のほとんどの小・中学校がバリアフリー化されていると共に、身障用トイレについても1階に複数設置されています。ライフラインである電気が止まれば使えないものの、エレベーターの設置もされています。

　防災面では自主防災組織に１～２名の防災リーダーをおき、毎年研修をしています。公園や学校などの指定避難所に防災備蓄品を常備させ、町内会で避難所開設の訓練を行う動きも徐々に出始めています。

　また高齢者福祉の推進のために主として連合町会を単位に老人憩いの家があり、高齢者ネットワーク委員会が様々な集いを企画しており、市は専従員としてネットワーク推進員（週３日程度の非常勤勤務）の人権費を保障しています。

　大阪市の災害時要援護者の避難支援ガイドラインは2009年に作成され、災害時には要援護者名簿に基づき安否確認ができるように、行政が持っている情報を小学校単位で整理し、各区役所に配布している状況です。

2.城東区のこれまでの取り組み

　城東区では「城東区地域支援調整チーム障害者支援専門部会」が2007年より障害者の防災に取り組み始めました。この専門部会は大阪市が障害者の福祉サービスなどについて意見を求めるために設置したものであり、2008年４月に「城東区自立支援協議会」として組織が再編され、その中の地域部会で障害者防災の活動が引き継がれています。

　2008年以降は城東区の保健福祉センターと自立支援協議会だけでなく、自治会と防災を担当する区民企画室も加わり、行政、住民、障害者団体の三者が一体となった取り組みが進められるようになりました。

　福祉避難所についての検討は、2008年度に始まりました。福祉施設に対して福祉避難所の説明を行うと共に福祉避難所になっていただけるかどうか施設側の意向を聞くことにしました。主要な施設を行政側でピックアップし、区内11の高齢者・障害者施設について自立支援協議会で聞き取り調査を行いました。

　ほとんどの施設で災害時の協力については賛同の意向は得られましたが、福祉避難所となって災害時の要援護者受け入れることについて、協力が可能としたのは一カ所のみでした。

　受け入れ困難の理由としては

　施設の職員が被災していることを考えると、利用者への対応も困難となり、利用者以外の住民の対応は困難。

　施設に空きスペースがない。

　医療施設が運営しているため、医療施設のバックアップ機能が優先される。

　などの理由が主なもので、特別養護老人ホームでは、ショートステイやデイサービス、ヘルパー派遣など多様な業務を行っており、入居者と合わせ多数の利用者を抱えているため、災害時は逆に応援をしてもらえる体制が必要だとのことでした。

　2008年　1月　災害時要援護者についての講演会（城東区、自立支援協議会、ゆめ風基

金の共催）

　2008年　5月　東中浜地区で自治会と障害者団体とが図上訓練

　2008年　6月　東中浜小学校で障害者団体、自治会の合同防災訓練（東中浜連合自治会

主催）

　2008年　11月～2009年2月　福祉避難所協定に向けた福祉施設調査

　2009年　1月　自治会と中学生を対象に災害時要援護者支援の講演会（城東区主催）

　2009年　2月　蒲生中学校で障害者団体と自治会（成育連合）との合同防災訓練（城東

区自立支援協議会主催）

3.城東区における福祉避難所設置の考え方（案）

　大規模災害が発生した直後は行政機能にも制約があり、一般の避難所開設を行うなど、住民の生命を守るための最低限の対応はするものの、要援護者支援などに職員が対応できないことが予想される。また外部のからの支援についても災害発生後48時間以内については期待できないため、被災住民の生活は住民相互の支え合いが重要となります。

　先に述べたように2008年の「福祉避難所設置・運営ガイドライン」では、これまでは福祉避難所のイメージとして福祉施設や宿泊施設に限定されていたものが、指定避難所（学校など）を含めた多様な施設となっています。

　これは福祉避難所となるスペースの提供と避難者に関わる支援をすべて施設提供者に委ねていたものを切り分け、施設のリストアップと、支援者となる人材確保策を別々に検討し、両方をうまく結びつけることによって福祉避難所をつくりだす新たな視点といえます。

　城東区においても要援護者が災害時に避難できる施設は極めて少ないことから、指定避難所を一次的な要援護者の避難場所として整備することを目標とし、避難所生活が長期化することが予想される場合には、随時専門の「福祉避難所開設」をめざすことを計画の柱とします。以下に城東区が福祉避難所を設置する場合の根拠となる「福祉避難所設置・運営に関するガイドライン（抜粋）」を示します。

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

　□ 福祉避難所の対象となる要援護者の状態に応じて適切に対応することができるよう、例えば、以下のように、福祉避難所の機能を．段階的・重層的に設定することも考えられる。 

○ 地域における身近な福祉避難所（としての機能） 

・ 災害時にすぐに避難できる身近な福祉避難所として、指定避難所（小・中学校、公民館等）等の中に、介護や医療相談等を受けることができる空間を確保することを想定。専門性の高いサービスは必要としないものの、通常の指定避難所等では、避難生活に困難が生じる要援護者が避難。 

○ 地域における拠点的な福祉避難所（としての機能） 

障害の程度の重い者など、より専門性の高いサービスを必要とする要援護者で、地域における身近な福祉避難所では避難生活が困難な要援護者を、施設・設備、体制の整った施設に避難させることを想定。 

・老人福祉施設、障害者支援施設等の施設、保健センター等を想定。 

□ 福祉避難所の指定目標については、要援護者や同居家族の生活圏やコミュニティとのつながりに配慮し、設定することとするが、少なくとも、地域における身近な福祉避難所については、小学校区に1箇所程度の割合で指定することを目標とすることが望ましい。

 ＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

上記の身近な福祉避難所には指定避難所、また拠点的な福祉避難所として区民センターを位置づけることを想定しました。身近な福祉避難所については連合町会を単位に、地元の社会資源調査や聞き取り調査を行いました。

　拠点的な福祉避難所については、区民センターを候補に挙げました。設置・及び運営についての実地体験を行い、課題を検証することを想定しました。実地体験間近になって、区民ホールは「災害ボランティア活動支援センター」として位置付けられてることがわかりました。そのため福祉避難所として区民ホールすべてを使用する案を修正し、面積を縮小して併設する形で福祉避難所を設置することにしました。今後「災害ボランティア活動支援センター」の訓練とあわせ、この点についての検証が必要だと思います。

　また拠点的な福祉避難所には、単に要援護者の避難場所としての機能だけでなく、災害ボランティア活動支援センターにおける障害者支援班としての機能を盛り込み

　身近な避難所に避難している要援護者への支援

　身近な避難所で暮らせない人のための一時的避難場所

　身近な避難所で暮らせいない人のための避難場所斡旋

　要援護者の災害支援に関わる人材確保と必要な場所への派遣

　要援護者支援のための情報収集・発信

　生活や各種手続きについての相談

などの役割を含めて訓練内容に盛り込んでいます。

福祉避難所イメージ図

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　拠点福祉避難所

　このイメージ図における身近な福祉避難所は、災害発生直後は指定避難所のなかに福祉エリアを設けることとするが、避難生活が長期化すると見込まれる場合には、指定避難所周辺で各地域ごとに活用できる施設を身近な福祉避難所として開設する。

4.福祉避難所設置と指定避難所

　大阪市では公立小学校、中学校共に市内のほぼすべての学校においてバリアフリー化が終了しており、段差の解消と共に障害者用トイレも1校に数カ所設置済みとなっています。またほとんどの学校で多目的室が設置されており、障害者・高齢者の優先避難場所として活用できるスペースが存在します。

　小学校区を単位に福祉避難所を設置することは、指定避難所を利用することでほぼ解決はするものの、個々の学校を見ると

　周辺道路が危険で、避難時・避難後の生活にかなり注意を要する

　多目的室が2階にあり、電気が止まったときにはエレベーターが使えず、上下移動が困難。

　川付近の学校で地理的に低い位置に建っている場合、豪雨災害で学校自体が浸水する危険性がある。（豪雨時は避難経路も危険）

　

　避難所として使える施設が小学校だけしかなく、大規模な災害が起ると避難住民が殺到することが考えられ、要援護者の優先避難場所の確保が困難

などの課題を抱えているところがあります。

　また公園などの一時避難場所では

　バリアフリーになっていない

　トイレの設備がない

　危険な建物が隣接している

などの所が多く、多くの公園が障害者が避難することに向いていません。

　とりわけ小学校区ごとに見てみると社会資源の偏りが大きく、特に森之宮地域は古い団地群であり、高齢者も多く住んでいる地域でありながら、小学校と病院程度しか建物がないので、避難生活のあり方については事前に十分な対策が必要だと考えられます。

　また各地域にある老人憩いの家はほとんどがバリアフリーになっておらず、要援護者が避難する場所としては地域の支援が受けやすく絶好の場所でありながら、車イスの人は利用できないのは残念で、今後計画的にバリアーフリーにしていくことを望みます。

　高等学校など私立学校は指定避難所になっていても段差解消がされていないこと、備蓄備品の管理が行政で適切にされていないことなどがあり、災害時の取り決めについて改めて確認が必要と思われます。

　その他の施設に於いて官民を問わず避難所として利用しやすいと思われる施設もいくつかありました。

　区民プールは畳の部屋や会議室もあり、ホールも広いので、100人程度の人数であれば十分避難が可能と思われます。警察学校も詳細は調査できなかったものの、入り口の図面を見る限りは障害者用トイレ、体育館、武道館などの大きな空間を持っており、事前の協定次第では活用が見込まれると思います。

　

5.福祉避難所についての住民意識

　まず「要援護者の避難場所として、どこが適切か」との問いに、民生委員、ネットワーク推進員の方々の８割近くの人たちが、「指定避難所」と回答しています。また要援護者が緊急に避難する場所として指定避難所を使うことについて、建物を問題とする意見は民生委員、ネットワーク推進員ともに少なかったといえます。

　むしろ支援を行う人的な課題、情報の伝達方法、備蓄物資、集団生活などの課題に不安を訴える回答が多くありました。

　備蓄物資をのぞくとこれらは避難所運営についての課題です。城東地区では避難所の設置、運営訓練がほとんどされていないため、これらの不安を解消する意味でも今後の防災訓練のあり方が問われているといえます。

　要援護者の把握については高齢者についての把握はある程度できているものの、障害者をはじめそれ以外の要援護者の把握ができていないとする回答が多くありました。ただし障害者世帯の把握についてはネットワーク推進員と民生委員では大きく異なり、民生委員では「ある程度把握している」とする回答が多くありました。乳幼児や妊産婦などの要援護者については、年々変化する情報でもあり、把握ができていないという回答が圧倒的でした。

　一方支援を受ける立場（今回のアンケート調査は障害者に限定されている）としては、指定避難所で２日間の生活を考えた場合、大丈夫と答えた方は４割弱程度、何らかの支援が必要との回答は５割弱、指定避難所では無理との回答が２割弱ありました。区内の小学校がバリアフリーになっていることを知っている方は多いと思われますが、それでも、単にバリアフリーになっているだけでは指定避難所での生活に耐えられる人は少ないといえます。

　特別な支援の内容としては人的支援が７割近くと非常に多くなっており、次いで建物の構造、医療支援、特別な物資の順になっています。

　また避難所へ避難するにしても支援者のいない時間帯があり、不安を感じている人が４割近くいることも見逃せません。

　災害時には身近なヘルパーも被災していることが考えられること、また他の地域からの派遣に時間がかかることを考えると、いかに地域の人たちに障害者に対する支援を行ってもらうかが大きな課題となります。

　しかし近所づきあいで見ると、「よく話をする人がいる」と答えた方は２割程度しかおらず、「ほとんど話をしない」、「あいさつ程度」と答えた方は６割以上にのぼり、日常の関係のなさが浮き彫りになっています。

　また建物構造について不安を掲げる人は車いすの人や視覚障害者が多数を占めています。ただ記述内容を見ると知的障害者にとっては「多数の人との生活になじめない」という声が多くあり、単に体育館周辺がバリアフリーになっているとか、身体障害者用トイレがあるということだけでなく、学校全体の動線の問題や障害者などの要援護者が避難生活をするためのスペースの確保ということが課題になると思われます。

　このような点についても多目的室の活用を含め、学校全体をどのように避難所として利用するのかについて、あらかじめルールを決めておくなど、避難所の運営面の課題があるといえます。

6.福祉避難所と民間福祉事業者との関係

①自治体と民間福祉事業者との協定のあり方について

　これまで国の福祉避難所に対する支援は指定避難所と同じく食事の提供に対する費用などが中心で、人的支援については、10人に１名の相談員の費用を支出するのみでした。

　また先にも述べたとおり、防災拠点型地域交流スペースの建設補助などが居住型施設を中心に行われたことから、多くの自治体は居住型施設で、10人以上の要援護者の受け入れができるところと、福祉避難所の協定を結ぶということが多くありました。

　しかし本調査でお招きした新潟県柏崎市の渡部氏（元福祉課長）によると、災害時に地元の福祉事業者が担う役割は大きく、こうした福祉避難所設置のための協定だけでなく、安否確認や災害時のサービス提供などを含め、自治体として多様な面から地元の民間福祉事業者に協力を求めることが必要だということでした。

　新潟県中越地震では職員が被災しているにも関わらず、避難所で過ごせない障害者メンバーのために、早急に障害者作業所を再開させたところもありましたが、指定避難所でないため、メンバーの昼食は自治体からの食料調達を受けられなかった事例もあります。

　阪神淡路大震災では指定避難所の絶対数が不足したこともあり、多くの自主避難所ができましたが、そうした自主避難所の機能なども民間福祉事業者が担うことが考えられ、行政としての支援策を確立する必要があります。

　そういった場合を含め、民間福祉事業者が災害時に地域の有効な社会資源として、協力をしなければならない事態を考え、自治体として多様な福祉協定案を作成することが重要です。

渡部氏も福祉避難所にこだわらず、多様な福祉協定を締結しておくことが重要であると指摘されていました。

　城東区としてもこのような実践に学び、福祉避難所にこだわらない福祉協定を早急に作成し、区内の民間福祉事業者との協定を成立させることが望まれます。

②災害ボランティア活動支援センターと民間福祉事業者との関わりについて

　大阪市で「災害ボランティア活動支援センター運営マニュアル」を2009年に作成し、主として区民センターを中心として災害時に災害ボランティア活動支援センターを立ち上げるような仕組みを想定しています。しかし実際に立ち上げ訓練までしているところは少なく、城東区においても社会福祉協議会と城東区の間で協定は結ばれているものの、実践的な面では2010年に大阪市内で一斉に行われた防災無線を利用してのシミュレーションが行われたのみで、必要物資の調達方法や人材確保などについて具体的なプランができているわけではありません。

　そのような中で今回本調査において実施した訓練は、災害ボランティア活動支援センターの中の一部機能という前提で行ったものの、災害ボランティア活動支援センターの全体像が参加者に伝わっていない中で、どこまでが自分たちの役割なのという混乱が生じた部分もありました。

　これまでの災害ボランティア活動支援センターは、要援護者を含めて一般的なニーズにこたえることを主目的にしており、福祉関係者が中心となる専門的な支援を内在させることはありませんでした。その意味においてはそのようなイメージを自立支援協議会を中心とて参加団体の各構成員にリアルに知ってもらったことは大きな成果だと思います。

　災害発生直後の安否確認に始まり、そこから出てきたニーズにこたえるためには、区内のすべての障害者団体が連携をとり、一致協力して支援に当たることが必要です。災害時にそのような連携が必要になってくると考え、具体的な訓練を行った意義は大きいと考えています。

　城東区においてはピアフェスタや総合相談会など、自立支援協議会を中心として、区内の様々な障害者団体が連携、協力をしてイベントを通じた交流や啓発が行われています。、区内障害者福祉サービス事業者の日頃のネットワークができているため、災害時にもその連携が生かされるとは思いますが、それぞれの団体がどのように動いていくか定めるためには、防災訓練が重要となります。

　本調査における今回の訓練では本部、受付、食料・水、衛生、広報・情報、相談の6つの班分けをし、区内の障害者団体が、それぞれ担当を決めて、簡単な設営などを行うとともに、実際の大規模災害で必要となる課題を話し合いました。

　区民センターは指定避難所でないため、災害のための備蓄物資もなく、様々な機器材や避難所として機能するための生活用品がなく、物資の調達方法についての課題が浮き彫りになったほか、人材確保や災害ボランティアセンターとの役割分担など、多くの課題があることを参加者が自ら発見したことにこの訓練の意義があると思いました。

　また訓練前からわかっていたことですが、障害者用トイレが一つしかなく、障害者支援班のスタッフや避難をしてくる障害者のことを考えると、トイレの増設が必要となり、当日はトイレ時にベッドが必要な人のことを考え、控え室をトイレにするとともに、いすなどを利用してベッドを設置しました。

　区民センターは区役所とともに統合新設されることが決まっており、今後集会施設としての機能だけでなく、防災拠点としての機能を盛り込んだ形で新設されることを望みます。

　また災害ボランティア活動支援センターとしての総合的な訓練を行うことが今後望まれます。

7.福祉避難所および要援護者支援に向けた今後の課題

　今回の調査は、先に述べた「城東区における福祉避難所設置の考え方（案）」を基本とし、さまざまな調査や訓練を行いましたが、区内の社会資源、アンケートおよび訓練の結果をみても、この案を基準として城東区の福祉避難所設置を進めることが望ましいと考えます。

　ただこの案に限らず、福祉避難所設置、要援護者の支援について今回の調査で見えてきた課題をここでまとめておきます。

①避難生活についての住民意識の改革

　大規模災害時にライフラインがストップすると、住民の生命が脅かされますが、そのようなライフラインの確保や避難物資を搬送するための道路の修復などは、行政を中心にした関係機関の連携により行われるべき課題です。住民にとってもっとも関わりのあることは安否確認と避難生活であり、これらは大規模災害時には行政の手が届かないことが多く、住民同士の共助が求められているところです。

　また災害直後の要援護者支援の担い手も、外部からの支援がすぐに期待できない状態では住民が中心となるほかありません。

　しかし災害における住民意識はまだまだ自分が避難するための場所を確認しているにとどまっており、相互に安否確認をしたり、避難所を運営する、要援護者を支えるといった意識が浸透しているとはいえません。一部の連合町会では要援護者支援のためのマップ作りをしているところもありますが、城東区全体としてはまだまだ自分自身の避難生活につても具体的に備えができているとはいえない状況です。

　要援護者支援を行う土台は近隣住民であり、災害に備える啓発事業のなかで要援護者支援の担い手を確保することが重要な課題です。

②避難所開設訓練などあらたな防災訓練の普及

　城東区に限らず現在の連合自治会を中心とする自主防災組織の訓練は、可搬式ポンプの取り扱いや、消火器訓練、救命救急法の学習などが中心で、大規模災害に備えた具体的な避難方法、避難生活についてはまだまだ取り組みが進んでいません。

　指定避難所を住民で運営するためには、たまたま集まった避難者によって運営をするのではなく、避難を必要としない人も含めて、地域ぐるみで支えていく仕組みが必要です。

　また本報告書で提案している指定避難所内に福祉エリアをつくるためには、住民による避難所運営が確立していることが不可欠です。

大阪市内では東淀川区において自主防災組織による避難所開設・運営の訓練が活発に行われていますが、城東区では指定避難所の点検にとどまり、開設・運営に及ぶ訓練はまだ行われていません。

ただ訓練は行政が主催して行うものでなく、あくまで自主防災組織の主催であるため、行政から直接訓練の内容を変更できるものでもありません。さらに自主防災組織の主催であることから、自治会未加入の人、自治会はあっても連合町会には加わっていない自治会の防災訓練についてどう考えるかという課題もあります。

大阪市では防災リーダーの配置と研修をおこなっており、この中で避難所開設・運営訓練の手順を広めることや事業補助として地域全域を対象とした防災訓練に補助金を出すなど積極的な啓発活動を展開し、具体的に訓練が進んでいくことを望みます。

また区、区社会福祉協議会、自主防災組織のリーダー等で研修会などを開催し、３者が一体となって防災訓練を進めることも必要です。

③災害時の地域計画の作成

　今回の調査で明らかになったこととして、同じ城東区内でも地域によって社会資源の偏りや道路状況、人口密集度などに大きな違いがあることです。

　そのため大規模災害が発生したときには、建物倒壊、落下物、火災等の危険度に違いがあるほか、避難生活においても避難者の受け入れ人数などに大きな違いが生じてきます。

　大阪市では危機管理室が小学校区を単位に図上訓練を行うことを推奨しており、城東区では東中浜地区で危機管理室の指導のもと、災害が発生したときの地域特性などを学んでいます。

今後はこのような取り組みを広げるとともに、住民が中心となって各地域の特性を調べ、災害に対してどのように取り組むか、計画作りをすすめることが必要と思われます。

区においては避難所として活用できる施設をデータベース化するなど、住民の取り組みを待つのではなく、本調査の結果も参考にしながら、地域住民と連携をとりながら主体的に地域計画をまとめることが必要です。

④要援護者と一般住民との交流促進

　要援護者の中でも高齢者は地域の中で比較的把握されていますが、障害者については「居場所がわからない」「どう接してよいかわからない」などの声が多くあがっています。

　またある民生委員からは「これまでよく見守りで声をかけていた一人暮らしの高齢者が、知らない間にデイサービスを利用するようになり、何度昼に声をかけても不在で驚いた」という声もありました。ヘルパーやデイサービスなどの広がりは支援を必要とする人にとって欠かせないものの、それが逆に地域とのつながりを薄くしてしまっているという側面を抱えています。

　さらに大規模災害の発生では、日頃福祉サービスを必要としない人たちについても支援が必要となります。

　大阪市では大規模災害時に要援護者の安否確認を行うため、小学校ごとに名簿を作成し、各区役所に災害時に活用できるよう配布しています。しかし障害者にしても高齢者にしても支援を必要とする人が住民票とは別な地域で支援を受けていることもあります。また具体的な支援を行うにあたって地域住民が関われる範囲は限られており、災害時に初対面で介助を行うことは難しいことが予想されます。そのため日頃より交流を持ち、名簿という無機的なつながりでなく、お互いに気軽にかかわりが持てる有機的な関係づくりが必要です。

　防災訓練は互いに顔を合わせることができる絶好の機会ですが、その他にも外出が可能な人の場合には、町内清掃や祭りなども含めて、多様な交流機会をつくることが大事だと考えます。

　そのためには自治会からのアプローチだけでなく、障害者自身が積極的に地域に関わる主体性を持つことも必要です。

城東区において自主防災組織と障害団体が連携して防災訓練を行った東中浜地区は、防災訓練以前から障害者団体が積極的に自治会を巻き込み、取り組みを進めていた下地がありました。

今後も自立支援協議会を中心に防災の取り組みを何らかの形で継続していくこととともに、関係機関が日頃からそれぞれの活動地域で防災について啓発や交流事業を進めていくことが大切です。

⑤自主防災組織と福祉サービス提供事業者等との連携による個別要援護者支援計画の作成

　国は大規模災害時における要援護者支援の仕組みとして、要援護者支援の全体計画とともに個別支援計画の作成をすすめています。ただ個別支援計画作成の主体者が自治体なのか、自主防災組織なのか、それともそれ以外の組織を考えているのか、よくわからない内容になっています。

　近年の災害事例を見ると、高齢者、障害者に関しては民生委員など地元組織とともに、ヘルパー派遣を行っている福祉サービス提供事業者による素早い安否確認や支援も数多くあります。

　しかし自主防災組織（自治会）と福祉サービス提供事業者は個人情報保護の関係もあり、ほとんど関係を持つことはありません。災害時における福祉サービス提供の事業継続（ＢＣＰ）の観点からいえば、災害時における対応を考えることは事業者の使命であるといっても良いと考えます。ただ災害に備えて人材をストックすることは不可能であり、その意味からも、福祉サービス提供事業者が本人との協議の上、近隣住民に災害時の支援について協力を求めることも必要ではないかと考えます。

　城東区の場合はすでに障害者、高齢者をふくめて支援の必要な人のマップ作成に取り組み、自治会の班を単位として安否確認を行える体制を整えているところもあります。

　個別支援計画については行政が基本方針をつくり、城東区内に住む要援護者が本人が望めば地域を問わず災害時にかけつけてくれる体制をつくるため、少なくともサービス提供事業者に危機管理対策として個別支援計画を求めていくことが必要と考えます。そしてそのときに本人同意を得られらた場合には、自主防災組織へつなげていくべきと考えます。

⑥障害者、高齢者、乳幼児など要援護者の各分野における支援ネットワークの形成

今回の調査は城東区自立支援協議会の多大な協力のもと、地区調査、アンケート、防災訓練などを行いました。先に報告したように障害者分野では拠点福祉避難所の開設や各小学校区の身近な福祉避難所への支援だけでなく、自宅で避難する障害者支援も含めて、災害時ボランティア活動支援センターの一環として自立支援協議会が関わることを方針に防災訓練を行いました。

一方高齢者支援についてはどのような支援方法を行うかの明確な体制を提案できていません。

大阪市では各区に高齢者、障害者、児童の３分野ついて、それぞれ組織化を図るとともに、３分野の共通テーブルもつくっています。障害者について自立支援協議会があり、保健福祉センターが事務局を担ってますが、高齢者については現在は虐待防止の組織として社会福祉協議会が事務局を担う形になっています。

そのため災害時における高齢者支援班の設置は社会福祉協議会の仕事になると考えるのが妥当ですが、各区の社会福祉協議会は災害ボランティア活動支援センターを担うこととなっており、その具体策についても明確に取り組めていないのが現状です。

大阪市として高齢者支援のあり方は一定方針を作成し、関係機関と協議をすることがまず第一の取り組みだと考えます。

また外国人市民や乳幼児、妊産婦等各分野の支援のあり方についても大阪市が中心となり、各区の現状に合わせて早急な組織化が必要だと思われます。

⑦老人憩いの家のバリアフリー化

　今回の調査で老人憩いの家を中心に展開されているネットワーク活動の意義は改めて大きいと感じました。ただ老人憩いの家はほとんどがバリアフリー化されておらず、中には耐震強度にも問題を抱えている建物もありました。指定避難所となっている学校のバリアフリー化は進んでいますが、高齢化が進んでいる現状で多目的室は福祉エリアとして十分な広さがあるとはいえません。

　防災上の重要な拠点として老人憩いの家のバリアフリー化は早急にすすめるべきだと考えます。

⑧各区をバックアップする大阪市の組織体制の確立

　新潟県の２回に渡る大地震では、新潟県が「被災障害者支援相談センター」を設置しました。

　そこには県内の福祉施設から募った職員が派遣され、安否確認や各施設の支援を含めて多くの人材確保が行われました。

　大阪市の場合は政令指定都市であるため都道府県ほどの面積がありません。そのため大規模災害が発生した場合は市内全域に被害が発生し、市内で人材確保を行うことが困難であると考えられます。他地域からの応援体制の受け入れについて大阪市と大阪府の連携がどうなるかという課題もあります。

　いずれにしても他地域からの応援を受け入れ、各区に対して支援を行う仕組みがどのようなものであるのか、事前に体制を明確にし、各区と協議をしておくことが必要です。

　また災害時に特別支援学校を避難所として開設してほしいと望む声は高いのですが、特別支援学校は区をまたがって校区が存在し、城東区内には特別支援学校はありません。

　施設としては十分な広さもあり、たたみも数多くあるので、使用そのものは問題がないと考えられますが、運営方法や受け入れ方法などが明確になっていません。このような点についても広域行政であるため大阪市が基本方針をつくるべきだと考えます。

　⑥で述べた高齢者などの支援ネットワークづくりを含め、昨年大阪市で作成された大規模災害時の支援ガイドラインで盛り込まれなかった点について、今後早急に方針づくりをすすめてほしいと考えます。
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